
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月19日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 23 ふるさと納税返礼品ＰＲ推進事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 財政課 課長名 近藤　晋
この事務事業の開始時期 平成30(2018)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特になし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

ふるさと納税制度による返礼品の拡充及びインターネ ふるさと納税に係る返礼品を行いながら、ふるさと寄
ットによる寄附の利用促進のためのポータルサイトを 附金を受付ける。
活用してふるさと寄附金をＰＲしていく。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：９，１７」

新規開拓による返礼品の拡充及びインターネットによる寄附の利用促進のためのポ
R4年度に実施した具体的な ータルサイトを４サイト→５サイトへ拡充した。
事業の方法、手順、指標に対す 寄附者はポータルサイトもしくは、市役所に直接、ふるさと納税を申し込み、入金
る成果等 し、返礼品がある場合は

令

、寄附金確認後ふるさ

和

と納税証明書を発行す

 

る。
Ｒ４(2022)

5

年１０月から、ワンス

年

トップ特例オンライン

度

申請サービスを導入し

（

た。

事務事業を取り巻

4

く状況は過去と比べ変

年

化しているか (1)活

度

動指標（事務事業の活

実

動量を表す指標）

令和

施

元(2019)年６月

分

から返礼品の要件が厳

）

格化され、要件 名称 単

事

位
にあったもののみが

務

返礼品の対象となった

事

。 ① 寄附件数 件
変 化

業

②
内 容

対象(この事

目

業の対象、範囲となる

的

人、物) (2)対象指

評

標（対象の大きさを表

価

す指標）

寄附者 名称 単

表

位
① 寄附者（延べ人数

様

） 人
②

目的(この事業

式

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

-

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

記

指標）

ふるさと納税制

入

度により寄附金をして

日

もらう。 名称 単位
① 寄

令

附金額 円
②

結果(上位

和

基本事業の意図) (4

0

)結果の成果指標（上

5

位基本事業の成果指標

年

）

（施策体系外） 名称

0

単位
① なし ／
②

事務事

5

業の各種指標の実績と

月

見込及び目標

R3年度

1

R4年度 R4年度 R5

9

年度 R6年度 R7年度

日

R8年度
指標 ＼ 年

１

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
(1)の ① 件

事

1,593 1,600

業

2,286 2,100

の

2,150 2,200

現

2,250
活動指標 ②

状

(2)の ① 人 1,59

　

3 1,600 2,28

Ｐ

6 2,000 2,15

Ｌ

0 2,300 2,50

Ａ

0
対象指標 ②
(3)の

Ｎ

① 円 45,485,0

及

00 50,000,0

び

00 74,763,5

Ｄ

98 60,000,0

Ｏ

00 65,000,0

事

00 70,000,0

務

00 75,000,0

事

00
成果指標 ②

(4)

業

の結果の ① ／
成果指標

名

②
予算費目 会計 01 

N

一般会計 款 02 項 01

o

目 01

コスト 年度 R3

.

年度 R4年度 R4年度

2

R5年度 R6年度 R7

3

年度 R8年度
実績値 計

ふ

画値 実績値 計画値 目標

る

値 目標値 目標値
事業費

さ

(決算又は予算額)Ａ

と

単位 20,208 23

納

,684 33,562

税

28,522 39,5

返

95 39,595 39

礼

,595

財
源
内
訳

 国

品

庫支出金 千円 0 0 0 0

Ｐ

0 0 0
 県支出金 千円

Ｒ

0 0 0 0 0 0 0
 地方

推

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

進

 その他 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 一般財源 千円

業

20,208 23,6

政

84 33,562 28

策

,522 39,595

こ

39,595 39,5

の

95
人件費Ｂ 千円 2,

事

207 2,207 2,

務

207 2,207 2,

事

207 2,207 2,

業

207
正職員従事時間

施

×人数 時間×人 150

策

× 2 150× 2 150

の

× 2 150× 2 150

位

× 2 150× 2 150

置

× 2
正職員以外の人件

基

費 千円 1,121 1,

本

121 1,121 1,

事

121 1,121 1,

業

121 1,121
その

主

他の費用Ｃ 千円 1,0

管

39 1,039 1,0

課

39 1,039 1,0

名

39 1,039 1,0

課

39
トータルコストA

長

+B+C 千円 23,4

名

54 26,930 36

こ

,808 31,768

の

42,841 42,8

事

41 42,841
単位

務

あたりコスト ① 千円/

事

人 14.7 16.8 1

業

6.1 15.9 19.

の

9 18.6 17.1
（

開

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

始

)の対象指標）② 千円

時

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

本市においても制度の

業

積極的
大・縮小）必要

名

はありませ
□ ない な利

N

用を図るため、返礼品

o

の拡充やふるさと納税

.

サイト等を拡充する
ん

2

か？
必要がある。
返礼

3

品の拡充やふるさと納

ふ

税サイト等の活用によ

る

りふるさと納税によ
事

さ

業進展等による環境変

と

化 ■ ある
る寄付金額を

納

増額できるようＰＲし

税

ていく。
に伴い、目的

返

を見直す（目
その理由

礼

的の追加・拡充又は絞

品

込）

必要はありません

Ｐ

か？ □ ない

有
効
性

ふる

Ｒ

さと納税制度による返

推

礼品の拡充やふるさと

進

納税サイト等の活用に

事

よりふ
今以上に事業の

業

成果を向上
るさと納税

２

による寄付額を増額で

評

きるようＰＲしていく

価

。
させる方法を記入し

　

て下さ

い。 内　容
※(

Ｃ

3)の成果指標を向上

Ｈ

させる

　ことはできま

Ｅ

すか？

法改正による返

Ｃ

礼品の厳格化により寄

Ｋ

附額は一時減額したが

目

、返礼品等の拡充
目的

的

達成状況 内　容 により

妥

回復している。

■民間

当

への一部委託 □民間へ

性

の全部委託
市関与の必

こ

要性 □指定管理 □補助

の

金・負担金助成 □市の

事

直営
内　容

　（実施手

業

法） ふるさと納税サイ

の

ト（さとふる、ふるさ

必

とチョイス、楽天ふる

要

さと納税、ふる
なび）

性

との委託により効果的

は

なＰＲを行っている。

薄

効
率
性

類似する事業が

れ

ないため、統合できな

て

い。
事務事業の統廃合

得

により、

事業の効率化

ら

を図り、成果
内　容

を

れ

向上させる方法を記入

て

し

て下さい。

外部委託

い

については実施済みの

る

ため、人件費の削減は

い

困難
現状より事業費・

ま

人件費を

削減する方法

せ

を記入して下

さい。（

ん

仕様の変更、外部 内　

か

容
委託、従事時間の削

。

減等は

できないか？)

十

公
平
性

返礼品は寄附額

分

の３割以下とされてい

な

る。
■ ある ■ 現状で適

成

正
受益者負担はありま

果

すか？

また、受益者負

が

担割合は適 □ ない □ 検

理

討が必要 内　容
正です

　

か？
□ 受益者がいない

由

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

得

Ｉ
Ｏ
Ｎ

返礼品は、地場

ら

産品、寄附額の３割 総

れ

務省の指示通りに返礼

て

品を定め、
事業実施上

い

の課題、住 以下と基準

ま

が変更された。 ふるさ

す

と納税制度を継続実施

か

してい
民・議会等から

？

の意見 意　見 議会でも

得

積極的にふるさと納税

ら

を推 対応策 く。
と対応

れ

策 進するように一般質

て

問（令和２(202 今

い

後も地場産品、３割以

な

下の返礼品
0)年３月

い

）があった。 を新規開

事

拓していく。
新たな返

業

礼品、ポータルサイト

進

の拡 新たな返礼品、ポ

展

ータルサイトの拡
R5

等

年度の事業計画は前 変

に

　更
充により、全国民

よ

に広く利用してい 充を

る

検討する。
年度から変

環

更・追加は 前年度 ・
た

境

だけるように情報提供

変

を行ってい
あるか 追　

化

加
く。

今後の事業・コ

あ

スト・成果の方向性 今

る

後の事業の方向性、改

に

革・改善案
※今年度か

伴

らの具体的な事業の進

い

め方、手段の見直し等

、

、各方向性の内容

　　

対

　　　　　　　□　拡

象

大 ・新たな返礼品を開

を

発していく。
　　　　

見

　　　　　□　改善 ・

直

新たなポータルサイト

す

を通し、みよし市にふ

（

るさと
　　　　　　　

拡

　　■　現状維持 納税

そ

をしていただけるよう

の

ＰＲ媒体を増やしてい

理

く。
　　　　　　　　

由

　□　縮小
　　　　　

大

　　　　□　統合
　　

・

　　　　　　　□　完

縮

了
　　　　　　　　　

小

□　廃止・休止
コスト

）

の方向性
　　　　　　

必

　　　↑　増加
成果の

要

方向性
　　　　　　　

は

　　↑　増加

2

ありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 23 ふるさと納税返礼品ＰＲ推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

ふるさと納税制度の活用により市の財源確保と地場産品のＰ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

Ｒを行っている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

総務省から返礼品は地場産品、寄附額の３割

様

以下との通達により返

式

礼
事業進展等による環

1

境変化
■ ある 品の再選

-

定を行った。
に伴い、

2

対象を見直す（拡
その

事

理由 各自治体のふるさ

務

と納税の活用により、



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月19日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 25 予算編成等事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 財政課 課長名 近藤　晋
この事務事業の開始時期 町制施行時 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方自治法第210条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・当初予算編成 地方自治法に基づき実施している事務事業
　当初予算編成方針の作成、通知（10月頃）、予算要
求受付（10～11月）、予算査定（事務査定、部長査定
、副市長査定、市長査定）（12～1月）、予算内示（1
月）、予算書作成
・補正予算編成
　臨時会、６、９、12、３月議会にあわせ、補正予算
を編成する。
 
「ＳＤＧｓの取り組み：９，１７」

・当初予算編成（当初予算編成方針通知10月、予算要求受付10～11月、査定12～1
R4年度に実施した具体的な 月、内示1月）を行った。
事業の方法、手順、指標に対す ・補正予算編成を6月、9月、12月、3月、専決処分

令

、臨時会、追加の年1

和

2回（それ
る成果等 ぞ

 

れ予算要求受付、査定

5

及び内示）を行った。

年

事務事業を取り巻く状

度

況は過去と比べ変化し

（

ているか (1)活動指

4

標（事務事業の活動量

年

を表す指標）

新型コロ

度

ナウイルス感染症拡大

実

により、税収等の歳入

施

減が 名称 単位
見込まれ

分

ている。 ① 予算査定を

）

行った事務事業数 事業

事

変 化
令和５(202

務

3)年度から地方公会

事

計事務を統合 ②
内 容

業

対象(この事業の対象

目

、範囲となる人、物)

的

(2)対象指標（対象

評

の大きさを表す指標）

価

歳入歳出予算 名称 単位

表

 ① 一般会計予算総額

様

千円
②

目的(この事業

式

によって上記対象をど

1

のような状態にしたい

-

のか) (3)成果指標

1

（目的の達成度を示す

記

指標）

必要とする予算

入

額を確保するため、自

日

主財源や補助金などの

令

依存 名称 単位
財源の積

和

極的な確保、及び経常

0

的経費の精査を行い、

5

限られた財 ① 経常収支

年

比率 ％
源を効率的に配

0

分して、健全で安定し

5

た財政運営を行う。 ②

月

結果(上位基本事業の

1

意図) (4)結果の成

9

果指標（上位基本事業

日

の成果指標）

（施策体

１

系外） 名称 単位
① なし

事

／
②

事務事業の各種指

務

標の実績と見込及び目

事

標

R3年度 R4年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

の

度 R7年度 R8年度
指

現

標 ＼ 年度 単位
実績

状

値 計画値 実績値 計画値

　

目標値 目標値 目標値
(

Ｐ

1)の ① 事業 514 5

Ｌ

14 505 505 50

Ａ

5 505 505
活動指

Ｎ

標 ②
(2)の ① 千円 3

及

2,786,321 2

び

5,532,000 3

Ｄ

0,174,668 2

Ｏ

5,987,000 2

事

7,732,979 2

務

6,264,501 2

事

6,388,337
対

業

象指標 ②
(3)の ① ％

名

80.4 74.1 79

N

.8 79.3 78.3

o

78.5 79.6
成果

.

指標 ②
(4)の結果の

2

① ／
成果指標 ②

予算費

5

目 会計 01 一般会計

予

款 02 項 01 目 06

コ

算

スト 年度 R3年度 R4

編

年度 R4年度 R5年度

成

R6年度 R7年度 R8

等

年度
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

務

目標値
事業費(決算又

政

は予算額)Ａ 単位 1,

策

003 1,144 1,

こ

151 656 5,28

の

4 5,456 4,32

事

0

財
源
内
訳

 国庫支出

務

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 県支出金 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 地方債 千円

施

0 0 0 0 0 0 0
 その

策

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 一般財源 千円 1,0

位

03 1,144 1,1

置

51 656 5,284

基

5,456 4,320

本

人件費Ｂ 千円 25,1

事

95.2 25,195

業

.2 25,195.2

主

25,195.2 25

管

,195.2 25,1

課

95.2 25,195

名

.2
正職員従事時間×

課

人数 時間×人 1,16

長

0× 6 1,160× 6

名

1,160× 6 1,1

こ

60× 6 1,160×

の

6 1,160× 6 1,

事

160× 6
正職員以外

務

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 1,919 1,9

の

19 0 1,919 1,

開

919 1,919 0
ト

始

ータルコストA+B+

時

C 千円 28,117.

期

2 28,258.2 2

事

6,346.2 27,

務

770.2 32,39

区

8.2 32,570.

分

2 29,515.2
単

法

位あたりコスト ① 千円

定

/千円 0 0 0 0 0 0 0

受

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

託

2)の対象指標）② 千

事

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

せんか？ ■ ない

有
効
性

業

事務事業評価結果との

名

連動により、優先度を

N

明確にして予算編成を

o

行う。
今以上に事業の

.

成果を向上

させる方法

2

を記入して下さ

い。 内

5

　容
※(3)の成果指

予

標を向上させる

　こと

算

はできますか？

法人市

編

民税の一部国税化に伴

成

い、一般財源及び依存

等

財源のさらなる確保が

事

必要
目的達成状況 内　

務

容 である。

□民間への

２

一部委託 □民間への全

評

部委託
市関与の必要性

価

□指定管理 □補助金・

　

負担金助成 ■市の直営

Ｃ

内　容
　（実施手法）

Ｈ

民間への委託は困難で

Ｅ

ある。

効
率
性

類似する

Ｃ

事業がないため統合で

Ｋ

きない。
事務事業の統

目

廃合により、

事業の効

的

率化を図り、成果
内　

妥

容
を向上させる方法を

当

記入し

て下さい。

人件

性

費削減のため、財務会

こ

計システムを導入済み

の

。人件費の削減はこれ

事

以上は
現状より事業費

業

・人件費を
困難。

削減

の

する方法を記入して下

必

さい。（仕様の変更、

要

外部 内　容
委託、従事

性

時間の削減等は

できな

は

いか？)

公
平
性

直接的

薄

な受益者はいないため

れ

□ ある □ 現状で適正
受

て

益者負担はありますか

得

？

また、受益者負担割

ら

合は適 □ ない □ 検討が

れ

必要 内　容
正ですか？

て

■ 受益者がいない

３
改

い

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

る

Ｎ

予算説明書について

い

、もっとわかり 予算を

ま

今以上にわかりやすく

せ

説明す
事業実施上の課

ん

題、住 やすくするよう

か

に議会から要望があ る

。

資料を作成する。
民・

十

議会等からの意見 意　

分

見 る。 対応策
と対応策

な

予算書、予算説明書を

成

作成。 わかりやすい予

果

算説明資料を作成す
R

が

5年度の事業計画は前

理

変　更
紙データからデ

　

ジタルデータとして る

由

。
年度から変更・追加

得

は 前年度 ・
経費削減。

ら

あるか 追　加

今後の事

れ

業・コスト・成果の方

て

向性 今後の事業の方向

い

性、改革・改善案
※今

ま

年度からの具体的な事

す

業の進め方、手段の見

か

直し等、各方向性の内

？

容

　　　　　　　　　

得

□　拡大 ・物価高騰や

ら

国際情勢による海外経

れ

済の動向等により
　　

て

　　　　　　　□　改

い

善 税収入は変動する可

な

能性があるため、特定

い

財源の歳入
　　　　　

事

　　　　■　現状維持

業

確保、既存事業の歳出

進

削減など厳しい予算編

展

成を行う
　　　　　　

等

　　　□　縮小 必要が

に

ある。
　　　　　　　

よ

　　□　統合 ・わかり

る

やすい予算説明資料を

環

作成する。
　　　　　

境

　　　　□　完了  
　

変

　　　　　　　　□　

化

廃止・休止
コストの方

あ

向性
　　　　　　　　

る

　↑　増加
成果の方向

に

性
　　　　　　　　　

伴

→　維持

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 25 予算編成等事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

計画行政を進めるためには予算が必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

地方自治法に基づき実施
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要は

様

ありませ
■ ない

んか？

式

地方自治法に基づき実

1

施
事業進展等による環

-

境変化 □ ある
に伴い、

2

目的を見直す（目
その

事

理由
的の追加・拡充又

務

は絞込）

必要はありま



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 106 個人・法人市民税課税事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 税務課 課長名 杉山　治弘
この事務事業の開始時期 昭和29(1954)年頃から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法施行（昭和25(1950)年）、みよし市税条例施行（昭和29(1954)年）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

【個人市民税】 【現在の状況】
　毎年1月1日現在、みよし市に在住し、前年所得のあ 　地方税法、税条例などに基づき適正な事務執行に努
る人に対し、個人住民税を賦課する。 めている。
  
【法人市民税】 【事業の必要性】
　みよし市内に事業所を有する法人の申告納付に基づ 　歳入の確実な確保を図るため、地方税制度が続く限
き法人市民税を賦課する。 り必要な事業である。
 
【SDGsの取組】17

①1～3月に課税資料の整理をした。②2月中旬～3月中旬に会場で確定

令

申告を受付け
R4年度

和

に実施した具体的な た

 

。③4～5月初旬に所

5

得額に基づき課税計算

年

した。④特徴5月中旬

度

、普徴6月中旬に
事業

（

の方法、手順、指標に

4

対す 課税決定した。⑤

年

特徴5月中旬、普徴6

度

月中旬に課税通知、納

実

付書を送付した。⑥期

施

る成果等 限後申告、修

分

正申告・更正などによ

）

り賦課更正処理を月次

事

で行った。㋐法人申告

務

書
に基づき賦課をした

事

。㋑法人登記事項の調

業

査をした。

事務事業を

目

取り巻く状況は過去と

的

比べ変化しているか (

評

1)活動指標（事務事

価

業の活動量を表す指標

表

）

現状のまま継続して

様

実施する。 名称 単位
①

式

税額決定通知書・納税

1

通知書発送件数 件
変 

-

化
② 法人市民税申告件

1

数 件
内 容

対象(この

記

事業の対象、範囲とな

入

る人、物) (2)対象

日

指標（対象の大きさを

令

表す指標）

①個人住民

和

税納税義務者 名称 単位

0

②法人事業所 ① 個人住

5

民税納税義務者数 人
②

年

法人事業所数 社

目的(

1

この事業によって上記

2

対象をどのような状態

月

にしたいのか) (3)

0

成果指標（目的の達成

6

度を示す指標）

課税資

日

料に基づき適正に課税

１

する 名称 単位
① 個人住

事

民税未申告者数 人
② 未

務

申告法人／市内事業所

事

数 ％

結果(上位基本事

業

業の意図) (4)結果

の

の成果指標（上位基本

現

事業の成果指標）

歳入

状

の適正管理 名称 単位
①

　

経常収支比率（前年度

Ｐ

） ％
② 自主財源比率（

Ｌ

前年度） ％

事務事業の

Ａ

各種指標の実績と見込

Ｎ

及び目標

R3年度 R4

及

年度 R4年度 R5年度

び

R6年度 R7年度 R8

Ｄ

年度
指標 ＼ 年度 単

Ｏ

位
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
(1)の ① 件 35

事

,022 35,519

業

35,721 36,1

名

71 36,263 36

N

,355 36,448

o

活動指標 ② 件 2,03

.

6 2,036 2,11

1

6 2,116 2,11

0

6 2,116 2,11

6

6
(2)の ① 人 32,

個

883 33,349 3

人

3,492 33,91

・

3 34,000 34,

法

087 34,173
対

人

象指標 ② 社 1,365

市

1,365 1,384

民

1,384 1,384

税

1,384 1,384

課

(3)の ① 人 698 6

税

98 633 633 63

事

3 633 633
成果指

務

標 ② ％ 3.1 3.1 3

政

3 3 3 3
(4)の結果

策

の ① ％ 80.4 74.

こ

1 79.8 79.3 7

の

8.3 78.5 79.

事

6
成果指標 ② ％ 74.

務

3 76.8 75.1 7

事

6.5 77.5 76.

業

4 76.8
予算費目 会

施

計 01 一般会計 款 0

策

2 項 02 目 02

コスト

の

年度 R3年度 R4年度

位

R4年度 R5年度 R6

置

年度 R7年度 R8年度

基

実績値 計画値 実績値 計

本

画値 目標値 目標値 目標

事

値
事業費(決算又は予

業

算額)Ａ 単位 22,9

主

54 27,077 23

管

,187 27,736

課

44,437 29,6

名

47 29,647

財
源

課

内
訳

 国庫支出金 千円

長

0 0 0 0 0 0 0
 県支

名

出金 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 地方債 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 その他 千円

事

397 360 467 4

務

05 450 450 45

事

0
 一般財源 千円 22

業

,557 26,717

の

22,720 27,3

開

31 43,987 29

始

,197 29,197

時

人件費Ｂ 千円 49,7

期

42.7 50,090

事

.2 48,802.2

務

48,802.2 48

区

,802.2 48,8

分

02.2 2,640
正

法

職員従事時間×人数 時

定

間×人 1,582× 8

受

1,594× 8 1,5

託

94× 8 1,594×

事

8 1,594× 8 1,

務

594× 8 0× 0
正職

自

員以外の人件費 千円 3

治

,928 3,928 2

事

,640 2,640 2

務

,640 2,640 2

こ

,640
その他の費用

の

Ｃ 千円 4,648 4,

事

648 5,506 5,

務

506 5,506 5,

事

506 5,506
トー

業

タルコストA+B+C

の

千円 77,344.7

根

81,815.2 77

拠

,495.2 82,0

法

44.2 98,745

令

.2 83,955.2

事

37,793
単位あた

業

りコスト ① 千円/人 2

の

.4 2.5 2.3 2.

概

4 2.9 2.5 1.1

要

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

現

2)の対象指標）② 千

在

円/社 56.7 59.

の

9 56 59.3 71.

状

3 60.7 27.3

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

られているため目的を

業

見直すことができない

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
。

に伴い、

o

目的を見直す（目
その

.

理由  
的の追加・拡充

1

又は絞込）

必要はあり

0

ませんか？ ■ ない

有
効

6

性

未申告者に対して各

個

課と連携して申告勧奨

人

を実施しており、また

・

、1月から3月
今以上

法

に事業の成果を向上
ま

人

での市民税申告時期に

市

は専用窓口の設置、返

民

信用封筒の同封を行っ

税

ている。
させる方法を

課

記入して下さ
 

い。 内

税

　容
※(3)の成果指

事

標を向上させる

　こと

務

はできますか？

課税前

２

のデータチェックの強

評

化に努め、適正な課税

価

ができている。
目的達

　

成状況 内　容  

■民間

Ｃ

への一部委託 □民間へ

Ｈ

の全部委託
市関与の必

Ｅ

要性 □指定管理 □補助

Ｃ

金・負担金助成 □市の

Ｋ

直営
内　容

　（実施手

目

法） データパンチ、用

的

紙印刷、データ印字及

妥

び封入封緘は民間に委

当

託しているが、
課税事

性

務は市が行う事務であ

こ

るため委託可能な事務

の

を委託している。

効
率

事

性

他の税目と統廃合し

業

たとしても、事業の効

の

率化はできない。
事務

必

事業の統廃合により、

要

 
事業の効率化を図り

性

、成果
内　容

を向上さ

は

せる方法を記入し

て下

薄

さい。

RPAやAIな

れ

どのICTを活用し、

て

従事時間の削減ができ

得

るように検討・検証を

ら

進め
現状より事業費・

れ

人件費を
る。また、外

て

部委託が可能な事務の

い

洗い出しを行う。
削減

る

する方法を記入して下

い

 
さい。（仕様の変更

ま

、外部 内　容
委託、従

せ

事時間の削減等は

でき

ん

ないか？)

公
平
性

直接

か

的な受益者はいないた

。

め。
□ ある □ 現状で適

十

正
受益者負担はありま

分

すか？  
また、受益者

な

負担割合は適 □ ない □

成

検討が必要 内　容
正で

果

すか？
■ 受益者がいな

が

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

理

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

当初課税期間

　

が限られており、時期

由

令和元(2019)年

得

度末に導入した課税
事

ら

業実施上の課題、住 的

れ

に事務が集中する。 支

て

援システムにより、今

い

までできな
民・議会等

ま

からの意見 意　見 対応

す

策 かった事務の時期変

か

更ができるよう
と対応

？

策 になったので、事務

得

手順の見直しを
進めて

ら

いる。
地方税法、税条

れ

例などに基づき適正 法

て

的に時期等が定められ

い

ているため
R5年度の

な

事業計画は前 変　更
な

い

事務執行に努めている

事

。 事務処理の大枠は変

業

更できない。
年度から

進

変更・追加は 前年度 ・

展

  
あるか 追　加

今後

等

の事業・コスト・成果

に

の方向性 今後の事業の

よ

方向性、改革・改善案

る

※今年度からの具体的

環

な事業の進め方、手段

境

の見直し等、各方向性

変

の内容

　　　　　　　

化

　　□　拡大 毎年実施

あ

される税制改正や令和

る

6年(2024）年度

に

から導
　　　　　　　

伴

　　□　改善 入される

い

森林環境税に対して確

、

実に対応して適正な課

対

　　　　　　　　　■

象

　現状維持 税を行う。

を

　　　　　　　　　□

見

　縮小
　　　　　　　

直

　　□　統合
　　　　

す

　　　　　□　完了
　

（

　　　　　　　　□　

拡

廃止・休止
コストの方

そ

向性
　　　　　　　　

の

　↑　増加
成果の方向

理

性
　　　　　　　　　

由

→　維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 106 個人・法人市民税課税事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

歳入の確実な確保を図るため、地方税制度が続く限り必要な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

事業である。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

地方税法で納税義務者が定められているため対象を見直

様

すことができ
事業進展

式

等による環境変化
□ あ

1

る ない。
に伴い、対象

-

を見直す（拡
その理由

2

 
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

地

務

方税法で市民税が定め



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 107 軽自動車税課税事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 税務課 課長名 杉山　治弘
この事務事業の開始時期 昭和29(1959)年頃から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税施行（昭和25(1950)年）、みよし市税条例施行（昭和29(1959)年）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

　毎年4月1日現在に軽自動車等（軽自動車、原付バイ 【現在の状況】
ク、農耕機など）を所有している者に対し、軽自動車 　地方税法、税条例などに基づき適正な事務執行に努
税を課税する。 めている。
　平成30(2018)年10月1日から原付バイクのご当地ナ  
ンバーを交付している。 【事業の必要性】
 　歳入の確実な確保を図るため、地方税制度が続く限
【SDGsの取組】17 り必要な事業である。

①軽自動車協会、税務課窓口での異動届（登録、廃車等）に基づき課税物件の異動

令

R4年度に実施した具

和

体的な 入力をした。②

 

排気量125cc以下

5

の原動機付自転車、農

年

耕作業用小型特殊自動

度

車な
事業の方法、手順

（

、指標に対す どの登録

4

証とナンバープレート

年

の交付をした。③4月

度

1日現在の軽自動車等

実

所有者に
る成果等 課税

施

をした。④5月初旬に

分

課税通知、納付書を送

）

付した。

事務事業を取

事

り巻く状況は過去と比

務

べ変化しているか (1

事

)活動指標（事務事業

業

の活動量を表す指標）

目

景気動向や人口増、環

的

境問題等の影響もあり

評

、軽自動車の 名称 単位

価

登録台数が増加傾向に

表

ある。 ① 異動入力処理

様

件数 件
変 化

② 納税通

式

知書発送件数 件
内 容

1

対象(この事業の対象

-

、範囲となる人、物)

1

(2)対象指標（対象

記

の大きさを表す指標）

入

4月1日現在、定置場

日

がみよし市である軽自

令

動車等 名称 単位
① 軽自

和

動車税課税台数 台
②

目

0

的(この事業によって

5

上記対象をどのような

年

状態にしたいのか) (

1

3)成果指標（目的の

2

達成度を示す指標）

適

月

正に課税する 名称 単位

0

① 課税誤りによる更正

6

件数／課税件数 ％
②

結

日

果(上位基本事業の意

１

図) (4)結果の成果

事

指標（上位基本事業の

務

成果指標）

歳入の適正

事

管理 名称 単位
① 経常収

業

支比率（前年度） ％
②

の

自主財源比率（前年度

現

） ％

事務事業の各種指

状

標の実績と見込及び目

　

標

R3年度 R4年度 R

Ｐ

4年度 R5年度 R6年

Ｌ

度 R7年度 R8年度
指

Ａ

標 ＼ 年度 単位
実績

Ｎ

値 計画値 実績値 計画値

及

目標値 目標値 目標値
(

び

1)の ① 件 17,25

Ｄ

7 18,000 16,

Ｏ

312 18,100 1

事

8,200 18,30

務

0 18,300
活動指

事

標 ② 件 13,756 1

業

3,840 14,07

名

9 13,920 14,

N

000 14,080 1

o

4,160
(2)の ①

.

台 18,866 18,

1

900 19,304 1

0

9,500 19,50

7

0 19,500 19,

軽

500
対象指標 ②
(3

自

)の ① ％ 0 0 0 0 0 0

動

0
成果指標 ②

(4)の

車

結果の ① ％ 80.4 7

税

4.1 79.8 79.

課

3 78.3 78.5 7

税

9.6
成果指標 ② ％ 7

事

4.3 76.8 75.

務

1 76.5 77.5 7

政

6.4 76.8
予算費

策

目 会計 01 一般会計

こ

款 02 項 02 目 02

コ

の

スト 年度 R3年度 R4

事

年度 R4年度 R5年度

務

R6年度 R7年度 R8

事

年度
実績値 計画値 実績

業

値 計画値 目標値 目標値

施

目標値
事業費(決算又

策

は予算額)Ａ 単位 3,

の

315 4,386 4,

位

196 3,983 4,

置

378 4,846 4,

基

846

財
源
内
訳

 国庫

本

支出金 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 県支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 地方債

主

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

管

その他 千円 1 2 2 2 2

課

2 2
 一般財源 千円 3

名

,314 4,384 4

課

,194 3,981 4

長

,376 4,844 4

名

,844
人件費Ｂ 千円

こ

8,514.2 8,5

の

14.2 9,018.

事

8 9,018.8 9,

務

018.8 9,018

事

.8 9,018.8
正

業

職員従事時間×人数 時

の

間×人 294× 8 29

開

4× 8 281× 8 28

始

1× 8 281× 8 28

時

1× 8 281× 8
正職

期

員以外の人件費 千円 0

事

0 881 881 881

務

881 881
その他の

区

費用Ｃ 千円 405 40

分

5 202 202 202

法

202 202
トータル

定

コストA+B+C 千円

受

12,234.2 13

託

,305.2 13,4

事

16.8 13,203

務

.8 13,598.8

自

14,066.8 14

治

,066.8
単位あた

事

りコスト ① 千円/台 0

務

.6 0.7 0.7 0.

こ

7 0.7 0.7 0.7

の

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

事

2)の対象指標）② 千

務

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ため目的を見直すこと

業

ができ
事業進展等によ

名

る環境変化 □ ある
ない

N

。
に伴い、目的を見直

o

す（目
その理由  

的の

.

追加・拡充又は絞込）

1

必要はありませんか？

0

■ ない

有
効
性

平成28

7

(2016)年度から

軽

軽自動車税課税資料が

自

J-LISより提供さ

動

れ、平成29(201

車

7
今以上に事業の成果

税

を向上
)年度から本格

課

実施されたことから課

税

税対象物件誤りは減少

事

した。しかし、二
させ

務

る方法を記入して下さ

２

輪車については現在も

評

紙資料であるため、二

価

重チェックを徹底し課

　

税物件誤り
い。 内　容

Ｃ

を起こさないようにす

Ｈ

る。
※(3)の成果指

Ｅ

標を向上させる

　こと

Ｃ

はできますか？

課税物

Ｋ

件の異動、登録等のチ

目

ェックの強化に努め、

的

適正な課税ができてい

妥

る。
目的達成状況 内　

当

容  

■民間への一部委

性

託 □民間への全部委託

こ

市関与の必要性 □指定

の

管理 □補助金・負担金

事

助成 □市の直営
内　容

業

　（実施手法） 用紙印

の

刷、データ印字及び封

必

入封緘は民間に委託し

要

ているが、課税事務は

性

市が
行う事務であるた

は

め委託可能な事務を委

薄

託している。

効
率
性

他

れ

の税目と統廃合したと

て

しても、事業の効率化

得

はできない。
事務事業

ら

の統廃合により、
 

事

れ

業の効率化を図り、成

て

果
内　容

を向上させる

い

方法を記入し

て下さい

る

。

RPAやAIなどの

い

ICTを活用し、従事

ま

時間の削減ができるよ

せ

うに検討・検証を進め

ん

現状より事業費・人件

か

費を
る。また、外部委

。

託が可能な事務の洗い

十

出しを行う。
削減する

分

方法を記入して下
 

さ

な

い。（仕様の変更、外

成

部 内　容
委託、従事時

果

間の削減等は

できない

が

か？)

公
平
性

直接的な

理

受益者はいないため。

　

□ ある □ 現状で適正
受

由

益者負担はありますか

得

？  
また、受益者負担

ら

割合は適 □ ない □ 検討

れ

が必要 内　容
正ですか

て

？
■ 受益者がいない

３

い

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ま

Ｏ
Ｎ

3輪、4輪の軽自

す

動車は、平成28(2

か

01 RPAやAI-O

？

CR等のICTを活用

得

すること
事業実施上の

ら

課題、住 6)年度から

れ

検査情報提供システム

て

の で、手書きの申請書

い

等から自動でデ
民・議

な

会等からの意見 意　見

い

導入により、適正かつ

事

迅速な課税が 対応策 ー

業

タ作成、データ入力が

進

可能となり
と対応策 で

展

きるようになったが、

等

それ以外は 、迅速かつ

に

適正な課税を行うこと

よ

が
、整合性の確保に時

る

間を要する。 できる。

環

地方税法、税条例など

境

に基づき適正 法的に時

変

期等が定められている

化

ため
R5年度の事業計

あ

画は前 変　更
な事務執

る

行に努めている。 事務

に

処理の大枠は変更でき

伴

ない。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
  

あ

、

るか 追　加

今後の事業

対

・コスト・成果の方向

象

性 今後の事業の方向性

を

、改革・改善案
※今年

見

度からの具体的な事業

直

の進め方、手段の見直

す

し等、各方向性の内容

（

　　　　　　　　　□

拡

　拡大 　課税誤りはあ

そ

ってはならないことで

の

あり、課税前に
　　　

理

　　　　　　□　改善

由

二重のデータチェック

大

をするなど、体制を強

・

化する。
　　　　　　

縮

　　　■　現状維持 　

小

原付バイクのご当地ナ

）

ンバー取得件数の向上

必

を図る
　　　　　　　

要

　　□　縮小 ため、当

は

初納税通知の封筒の裏

あ

面にロゴを入れて既存

り

　　　　　　　　　□

ま

　統合 ナンバー取得者

せ

へＰＲする。
　　　　

な

　　　　　□　完了
　

い

　　　　　　　　□　

ん

廃止・休止
コストの方

か

向性
　　　　　　　　

？

　→　維持
成果の方向

事

性
　　　　　　　　　

業

→　維持

2

進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 107 軽自動車税課税事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

歳入の確実な確保を図るため、地方税制度が続く限り必要な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

事業である。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

地方税で納税義務者が定められているため対象を見直すことができな

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある い。

に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由  
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

地方税法で軽自動

務

車税が定められている



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 108
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 税務課（廃止） 課長名 海堀 崇
この事務事業の開始時期 昭和２９年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法第４０９条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

固定資産税の算定のため、土地、家屋及び償却資産の 【現在の状況】
評価を行う。 ３年に一度の評価替えの第３年度。
土地は標準宅地の鑑定評価、路線の見直し等の業務を 土地、家屋の評価の要領の改定を行い、令和３年度評
行う。また、３年に一度の評価替えにより、適正な時 価基準に基づく評価を行った。
価に基づく課税を行い、税負担の公平化を図る。 【事業の必要性】
家屋は評価額を家屋評価システム等を用いて算出する 固定資産の評価は、地方税法第４０９条に規定された
。償却資産は、事業者からの申告を元に評価を行う。 事業である。
令和3年度より110・資産税課税事務に統合。 適正な評価及び課税のため必要な事業である。
ＳＤＧｓの取り組み １

令

７

１ 土地、家屋、償

和

却資産のデータ作成、

 

評価を行った。
R4年

5

度に実施した具体的な

年

２ 評価替え年度のた

度

め評価の見直しを行っ

（

た。
事業の方法、手順

4

、指標に対す ３ 評価

年

替え年のため事務取扱

度

要領の改定した。
る成

実

果等 ４ 価格決定及び

施

固定資産課税台帳への

分

価格等の登録した。

事

）

務事業を取り巻く状況

事

は過去と比べ変化して

務

いるか (1)活動指標

事

（事務事業の活動量を

業

表す指標）

資産（土地

目

、家屋、償却資産）の

的

評価内容に対して、説

評

明 名称 単位
責任を強く

価

求められてきているな

表

か、令和３年度から資

様

産 ① 年度当初の課税評

式

価する土地筆数 筆
変 

1

化
税課税事務に統合 ②

-

年度当初の課税評価す

1

る家屋棟数 棟
内 容

対

記

象(この事業の対象、

入

範囲となる人、物) (

日

2)対象指標（対象の

１

大きさを表す指標）

土

事

地 名称 単位
家屋 ① 年度

務

当初の市内全土地筆数

事

筆
② 年度当初の市内全

業

家屋棟数 棟

目的(この

の

事業によって上記対象

現

をどのような状態にし

状

たいのか) (3)成果

　

指標（目的の達成度を

Ｐ

示す指標）

適正かつ公

Ｌ

平な資産（土地、家屋

Ａ

、償却資産）評価と課

Ｎ

税を行う 名称 単位
。 ①

及

当初課税後修正件数 件

び

②

結果(上位基本事業

Ｄ

の意図) (4)結果の

Ｏ

成果指標（上位基本事

事

業の成果指標）

歳入の

務

適正管理 名称 単位
① 経

事

常収支比率（前年度）

業

％
② 自主財源比率（前

名

年度） ％

事務事業の各

N

種指標の実績と見込及

o

び目標

R3年度 R4年

.

度 R4年度 R5年度 R

1

6年度 R7年度 R8年

0

度
指標 ＼ 年度 単位

8

実績値 計画値 実績値 計

政

画値 目標値 目標値 目標

策

値
(1)の ① 筆

活動指

こ

標 ② 棟
(2)の ① 筆

対

の

象指標 ② 棟
(3)の ①

事

件
成果指標 ②

(4)の

務

結果の ① ％
成果指標 ②

事

％
予算費目 会計 01 

業

一般会計 款 02 項 02

施

目 02

コスト 年度 R3

策

年度 R4年度 R4年度

の

R5年度 R6年度 R7

位

年度 R8年度
実績値 計

置

画値 実績値 計画値 目標

基

値 目標値 目標値
事業費

本

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 0 0 0 0 0 0 0

財

業

源
内
訳

 国庫支出金 千

主

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

管

支出金 千円 0 0 0 0 0

課

0 0
 地方債 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 その他 千

課

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

長

般財源 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
人件費Ｂ 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
正職員従事

の

時間×人数 時間×人 0

事

× 0 0× 0 0× 0 0×

務

0 0× 0 0× 0 0× 0

事

正職員以外の人件費 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
その

の

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

開

0 0 0 0
トータルコス

始

トA+B+C 千円 0 0

時

0 0 0 0 0
単位あたり

期

コスト ① 千円/筆 0 0

事

0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

区

指標）② 千円/棟 0 0

分

0 0 0 0 0

1

法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ことはできますか？

目

業

的達成状況 内　容

□民

名

間への一部委託 □民間

N

への全部委託
市関与の

o

必要性 □指定管理 □補

.

助金・負担金助成 □市

1

の直営
内　容

　（実施

0

手法）

効
率
性

事務事業

8

の統廃合により、

事業

２

の効率化を図り、成果

評

内　容
を向上させる方

価

法を記入し

て下さい。

　

現状より事業費・人件

Ｃ

費を

削減する方法を記

Ｈ

入して下

さい。（仕様

Ｅ

の変更、外部 内　容
委

Ｃ

託、従事時間の削減等

Ｋ

は

できないか？)

公
平

目

性

□ ある □ 現状で適正

的

受益者負担はあります

妥

か？

また、受益者負担

当

割合は適 □ ない □ 検討

性

が必要 内　容
正ですか

こ

？
□ 受益者がいない

３

の

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

事

Ｏ
Ｎ

税の負担調整措置

業

により、３年に一 税の

の

負担調整措置制度につ

必

いて、丁
事業実施上の

要

課題、住 度の評価替え

性

年度でなくても税額が

は

寧な説明に努める。
民

薄

・議会等からの意見 意

れ

　見 ゆるやかに増加す

て

る場合があるが、 対応

得

策
と対応策 制度が浸透

ら

されていないため、問

れ

い
合わせを受けること

て

が多い。

R5年度の事

い

業計画は前 変　更
年度

る

から変更・追加は 前年

い

度 ・
あるか 追　加

今後

ま

の事業・コスト・成果

せ

の方向性 今後の事業の

ん

方向性、改革・改善案

か

※今年度からの具体的

。

な事業の進め方、手段

十

の見直し等、各方向性

分

の内容

　　　　　　　

な

　　□　拡大 【改革・

成

改善案】
　　　　　　

果

　　　□　改善 110

が

・資産税課税事務に事

理

業を統合した。
　　　

　

　　　　　　□　現状

由

維持
　　　　　　　　

得

　□　縮小
　　　　　

ら

　　　　■　統合
　　

れ

　　　　　　　□　完

て

了
　　　　　　　　　

い

□　廃止・休止
コスト

ま

の方向性
　　　　　　

す

　　　→　維持
成果の

か

方向性
　　　　　　　

？

　　－

2

得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 108

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業進展等による環境変化
■ ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
□ ない

んか？

事業進展等による環境変化 ■ ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追

様

加・拡充又は絞込）

必

式

要はありませんか？ □

1

ない

有
効
性

今以上に事

-

業の成果を向上

させる

2

方法を記入して下さ

い

事

。 内　容
※(3)の成

務

果指標を向上させる

　



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 110 資産税課税事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 税務課 課長名 杉山　治弘
この事務事業の開始時期 昭和２９(1954)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法第３４２条等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

固定資産税の算定のため、固定資産（土地、家屋及び 【現在の状況】
償却資産）の評価を評価基準等に基づき行い、所有者 令和５(2023)年度固定資産所有者数　  25,008人
に対して、固定資産税を課税する。 令和５(2023)年度納税義務者数　      22,244人
固定資産の価格等を決定し、直ちに当該固定資産の価  
格等を固定資産課税台帳に登録する。 【事業の必要性】
課税明細書、納税通知書を納税者に交付し、土地と家 固定資産の評価は、地方税法第４０９条に規定され、
屋の価格等縦覧帳を納税者に縦覧する。 適正な評価及び課税に必要であ

令

り、歳入を適正に確保

和

「ＳＤＧｓの取り組み

 

１７」 するために必要

5

である。

１ 固定資産

年

の価格等を決定し、直

度

ちに固定資産課税台帳

（

に登録した。
R4年度

4

に実施した具体的な ２

年

 土地価格等巡覧帳簿

度

及び家屋価格等縦覧帳

実

簿を固定資産税の納税

施

者に縦覧した
事業の方

分

法、手順、指標に対す

）

。
る成果等 ３ 課税明

事

細書及び納税通知書を

務

納税者に交付した。

事

事

務事業を取り巻く状況

業

は過去と比べ変化して

目

いるか (1)活動指標

的

（事務事業の活動量を

評

表す指標）

所有者から

価

課税事務の透明性と説

表

明責任を強く求められ

様

て 名称 単位
きているな

式

か資産税課税事務を継

1

続して実施 ① 納税通知

-

書発送件数 件
変 化

②

1

内 容

対象(この事業

記

の対象、範囲となる人

入

、物) (2)対象指標

日

（対象の大きさを表す

令

指標）

①みよし市内に

和

資産を有している所有

0

者数 名称 単位
②固定資

5

産税の納税者数 ① 所有

年

者数 人
② 納税者数 人

目

1

的(この事業によって

2

上記対象をどのような

月

状態にしたいのか) (

0

3)成果指標（目的の

6

達成度を示す指標）

納

日

税者に対し、適正な課

１

税を行う 名称 単位
① 審

事

査請求・審査の申出の

務

件数 件
②

結果(上位基

事

本事業の意図) (4)

業

結果の成果指標（上位

の

基本事業の成果指標）

現

歳入の適正な管理 名称

状

単位
① 経常収支比率（

　

前年度） ％
② 自主財源

Ｐ

比率（前年度） ％

事務

Ｌ

事業の各種指標の実績

Ａ

と見込及び目標

R3年

Ｎ

度 R4年度 R4年度 R

及

5年度 R6年度 R7年

び

度 R8年度
指標 ＼ 

Ｄ

年度 単位
実績値 計画値

Ｏ

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
(1)の ①

務

件 21,731 22,

事

013 22,013 2

業

2,244 22,46

名

0 22,678 22,

N

898
活動指標 ②
(2

o

)の ① 人 24,761

.

24,816 24,7

1

61 25,008 25

1

,070 25,133

0

25,196
対象指標

資

② 人 21,731 22

産

,013 22,013

税

22,244 22,4

課

60 22,678 22

税

,898
(3)の ① 件

事

0 0 1 0 0 0 0
成果指

務

標 ②
(4)の結果の ①

政

％ 80.4 74.1 7

策

9.8 79.3 78.

こ

3 78.3 78.5
成

の

果指標 ② ％ 74.3 7

事

6.8 75.1 76.

務

5 77.5 79 76.

事

8
予算費目 会計 01 

業

一般会計 款 02 項 02

施

目 02

コスト 年度 R3

策

年度 R4年度 R4年度

の

R5年度 R6年度 R7

位

年度 R8年度
実績値 計

置

画値 実績値 計画値 目標

基

値 目標値 目標値
事業費

本

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 27,051 46

業

,943 43,891

主

30,604 37,0

管

38 49,182 47

課

,618

財
源
内
訳

 国

名

庫支出金 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
 県支出金 千円

長

0 0 0 0 0 0 0
 地方

名

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

 その他 千円 0 0 0 0

の

0 0 13,996
 一

事

般財源 千円 27,05

務

1 46,943 43,

事

891 30,604 3

業

7,038 49,18

の

2 33,622
人件費

開

Ｂ 千円 64,520.

始

5 64,526.5 6

時

4,427.5 64,

期

465.5 64,46

事

5.5 64,465.

務

5 64,465.5
正

区

職員従事時間×人数 時

分

間×人 1,875× 9

法

1,875× 9 1,8

定

75× 9 1,875×

受

9 1,875× 9 1,

託

875× 9 1,875

事

× 9
正職員以外の人件

務

費 千円 3,433 3,

自

439 3,340 3,

治

378 3,378 3,

事

378 3,378
その

務

他の費用Ｃ 千円 4,0

こ

23 4,154 3,1

の

78 5,815 5,8

事

15 5,815 5,8

務

15
トータルコストA

事

+B+C 千円 95,5

業

94.5 115,62

の

3.5 111,496

根

.5 100,884.

拠

5 107,318.5

法

119,462.5 1

令

17,898.5
単位

事

あたりコスト ① 千円/

業

人 3.9 4.7 4.5

の

4 4.3 4.8 4.7

概

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

要

2)の対象指標）② 千

現

円/人 4.4 5.3 5

在

.1 4.5 4.8 5.

の

3 5.1

1

状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

られているため目的を

業

見直すことができ
事業

名

進展等による環境変化

N

□ ある
ない。

に伴い、

o

目的を見直す（目
その

.

理由  
的の追加・拡充

1

又は絞込）

必要はあり

1

ませんか？ ■ ない

有
効

0

性

適正かつ公平な課税

資

を実施している。
今以

産

上に事業の成果を向上

税

 
させる方法を記入し

課

て下さ

い。 内　容
※(

税

3)の成果指標を向上

事

させる

　ことはできま

務

すか？

課税前のデータ

２

チェックに努め、適正

評

な課税ができている。

価

目的達成状況 内　容  

　

■民間への一部委託 □

Ｃ

民間への全部委託
市関

Ｈ

与の必要性 □指定管理

Ｅ

□補助金・負担金助成

Ｃ

□市の直営
内　容

　（

Ｋ

実施手法） 課税事務は

目

市が行う事務であるが

的

、当初課税のための用

妥

紙印刷、データ印字及

当

び封入封緘は民間に委

性

託している。

効
率
性

他

こ

の税目と統廃合したと

の

しても、事業の効率化

事

はできない。
事務事業

業

の統廃合により、
 

事

の

業の効率化を図り、成

必

果
内　容

を向上させる

要

方法を記入し

て下さい

性

。

外部委託、ＲＰＡや

は

ＡＩなどのＩＣＴを活

薄

用し、従事時間の削減

れ

が図れるよう
現状より

て

事業費・人件費を
に検

得

討を進める。
削減する

ら

方法を記入して下
 

さ

れ

い。（仕様の変更、外

て

部 内　容
委託、従事時

い

間の削減等は

できない

る

か？)

公
平
性

直接的な

い

受益者はいないため。

ま

□ ある □ 現状で適正
受

せ

益者負担はありますか

ん

？  
また、受益者負担

か

割合は適 □ ない □ 検討

。

が必要 内　容
正ですか

十

？
■ 受益者がいない

３

分

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

な

Ｏ
Ｎ

当初課税期間が限

成

られており、時期 税制

果

度について周知を図る

が

。
事業実施上の課題、

理

住 的に事務が集中する

　

。
民・議会等からの意

由

見 意　見 税の負担軽減

得

措置などの制度が浸透

ら

対応策
と対応策 してい

れ

ないため、問い合わせ

て

を受け
ることが多い。

い

地方税法、税条例など

ま

に基づき適正 法的に基

す

準日が定められている

か

ため
R5年度の事業計

？

画は前 変　更
な事務執

得

行に努めている。 、時

ら

期、事務処理の大枠は

れ

変更でき
年度から変更

て

・追加は 前年度 ・
 な

い

い。
あるか 追　加

 

今

な

後の事業・コスト・成

い

果の方向性 今後の事業

事

の方向性、改革・改善

業

案
※今年度からの具体

進

的な事業の進め方、手

展

段の見直し等、各方向

等

性の内容

　　　　　　

に

　　　□　拡大 市民の

よ

税に対する理解を深め

る

てもらうため、今後も

環

職
　　　　　　　　　

境

□　改善 員の知識の向

変

上を図るとともに適正

化

かつ公平な評価を
　　

あ

　　　　　　　■　現

る

状維持 実施していく。

に

また、令和6（202

伴

4）年度評価替えに
　

い

　　　　　　　　□　

、

縮小 合わせ事務取扱要

対

領の見直しを行う。
　

象

　　　　　　　　□　

を

統合 また、法務局のオ

見

ンライン登記のデータ

直

活用について
　　　　

す

　　　　　□　完了 、

（

システムの標準化のな

拡

かで導入を検討する。

そ

　　　　　　　　　□

の

　廃止・休止
コストの

理

方向性
　　　　　　　

由

　　↑　増加
成果の方

大

向性
　　　　　　　　

・

　→　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 110 資産税課税事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

歳入として固定資産税の確実な確保を図るため、地方税制度
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

が続く限り必要な事業である。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

地方税法で納税義務者が定められているため対象を見直すこ

様

とができ
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある な

1

い。
に伴い、対象を見

-

直す（拡
その理由  

大

2

・縮小）必要はありま

事

せ
■ ない

んか？

地方税

務

法で固定資産税が定め



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 111 市税収納管理事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 納税課 課長名 甲村　聡
この事務事業の開始時期 昭和25(1950)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

納付された市税の消し込み処理を適正に行い、収納状 ①歳入を適正・確実に確保するため、消し込み作業及
況を正確に把握する。また、納付の重複等で過誤納と びコンビニ収納・共通納税収納による確報の取り込み
なった場合は、還付及び充当を速やかに行う。 を開庁日には毎日実施し、常に最新の収納状況を把握
 している。
「SDGsの取組：17」 ②税総合システムにより納税者からの問い合わせ及び

法改正等に迅速・正確に対応している。
③現在の市税の納付方法は、口座振替と金融機関、コ
ンビニ、市役所内指定金融機関及びサンネット、地方
税共通納税システム、クレジットカー

令

ド、ネットバン
キング

和

、スマートフォン決済

 

アプリである。
①消込

5

処理（コンビニ収納・

年

共通納税収納の確報デ

度

ータの取込み含む）　

（

②過誤納
R4年度に実

4

施した具体的な 還付処

年

理（同じ税を重複して

度

収納したことが判明し

実

た場合、当該納税義務

施

者への過
事業の方法、

分

手順、指標に対す 納金

）

の還付等）　③月次処

事

理（毎月歳入の調定額

務

と収納額を確認する）

事

　④税総合
る成果等 収

業

納システム口座開設・

目

廃止入力設定と通知
 

的

事務事業を取り巻く状

評

況は過去と比べ変化し

価

ているか (1)活動指

表

標（事務事業の活動量

様

を表す指標）

地方税共

式

通納税システムにより

1

申告納付が可能となっ

-

たこ 名称 単位
とにより

1

、毎日取込み作業を実

記

施し、迅速な消込処理

入

を行 ① 消し込み処理回

日

数 回
変 化

うことが可

令

能となった。クレジッ

和

トカードやネットバン

0

キ ②
内 容

ング(ペイ

5

ジー)、スマートフォ

年

ン決済アプリによる納

0

税環
境を整備し、令和

5

3(2021)年度か

月

ら納付方法を拡充した

2

。

対象(この事業の対

4

象、範囲となる人、物

日

) (2)対象指標（対

１

象の大きさを表す指標

事

）

納税義務者 名称 単位

務

① 納税義務者数（税目

事

により重複有） 人
②

目

業

的(この事業によって

の

上記対象をどのような

現

状態にしたいのか) (

状

3)成果指標（目的の

　

達成度を示す指標）

市

Ｐ

税を納期限内に納めて

Ｌ

もらう。 名称 単位
① 納

Ａ

期限内納付率 ％
②

結果

Ｎ

(上位基本事業の意図

及

) (4)結果の成果指

び

標（上位基本事業の成

Ｄ

果指標）

歳入を適正・

Ｏ

確実に確保する。 名称

事

単位
① 市税収納率（国

務

保税除く） ％
②

事務事

事

業の各種指標の実績と

業

見込及び目標

R3年度

名

R4年度 R4年度 R5

N

年度 R6年度 R7年度

o

R8年度
指標 ＼ 年

.

度 単位
実績値 計画値 実

1

績値 計画値 目標値 目標

1

値 目標値
(1)の ① 回

1

244 244 244 2

市

44 244 244 24

税

4
活動指標 ②
(2)の

収

① 人 51,862 53

納

,000 52,362

管

53,000 53,5

理

00 54,000 54

事

,500
対象指標 ②
(

務

3)の ① ％ 90.3 8

政

8.8 90.8 90.

策

8 90.8 90.8 9

こ

0.8
成果指標 ②

(4

の

)の結果の ① ％ 98.

事

9 98 97 97 97 9

務

7 97
成果指標 ②

予算

事

費目 会計 01 一般会

業

計 款 02 項 02 目 02

施

コスト 年度 R3年度 R

策

4年度 R4年度 R5年

の

度 R6年度 R7年度 R

位

8年度
実績値 計画値 実

置

績値 計画値 目標値 目標

基

値 目標値
事業費(決算

本

又は予算額)Ａ 単位 3

事

,125 6,939 5

業

,962 3,751 4

主

,274 4,274 4

管

,274

財
源
内
訳

 国

課

庫支出金 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
 県支出金 千円

課

0 0 0 0 0 0 0
 地方

長

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

 その他 千円 0 0 0 0

こ

0 0 0
 一般財源 千円

の

3,125 6,939

事

5,962 3,751

務

4,274 4,274

事

4,274
人件費Ｂ 千

業

円 6,947.2 9,

の

625.5 8,315

開

.5 8,315.5 8

始

,315.5 8,31

時

5.5 8,315.5

期

正職員従事時間×人数

事

時間×人 274× 7 3

務

28× 7 328× 7 3

区

28× 7 328× 7 3

分

28× 7 328× 7
正

法

職員以外の人件費 千円

定

4 1,314 4 4 4 4

受

4
その他の費用Ｃ 千円

託

723 723 754 7

事

54 754 754 75

務

4
トータルコストA+

自

B+C 千円 10,79

治

5.2 17,287.

事

5 15,031.5 1

務

2,820.5 13,

こ

343.5 13,34

の

3.5 13,343.

事

5
単位あたりコスト ①

務

千円/人 0.2 0.3

事

0.3 0.2 0.2 0

業

.2 0.2
（ﾄｰﾀﾙ

の

ｺｽﾄ/(2)の対象

根

指標）② 千円/ 0 0 0

拠

0 0 0 0

1

法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

市税を納期限内に

業

納めてもらうこと以外

名

に、目的はない。
事業

N

進展等による環境変化

o

□ ある
 

に伴い、目的

.

を見直す（目
その理由

1

的の追加・拡充又は絞

1

込）

必要はありません

1

か？ ■ ない

有
効
性

電話

市

催告や訪問催告等で、

税

口座振替による登録を

収

推奨し、期限内納付を

納

納税者
今以上に事業の

管

成果を向上
に意識づけ

理

る。また、クレジット

事

カードやネットバンキ

務

ング、スマートフォン

２

させる方法を記入して

評

下さ
決済アプリを利用

価

した納付方法も周知す

　

る。令和4(2022

Ｃ

)年度に、地方税共通

Ｈ

い。 内　容
納税システ

Ｅ

ムの税目拡大や全国統

Ｃ

一規格ＱＲコードでの

Ｋ

納付開始に対応するた

目

※(3)の成果指標を

的

向上させる
めのシステ

妥

ム改修等を行った。地

当

方税お支払いサイト等

性

の周知を行うことによ

こ

　ことはできますか？

の

り、納税者の利便性を

事

高め、納期限内納付率

業

を向上させる。
100

の

％達成できている。
目

必

的達成状況 内　容  

□

要

民間への一部委託 □民

性

間への全部委託
市関与

は

の必要性 □指定管理 □

薄

補助金・負担金助成 ■

れ

市の直営
内　容

　（実

て

施手法） 各収納データ

得

の確実な取込みや消込

ら

作業、滞納管理システ

れ

ムへの連携、財務会
計

て

システムとの調整等、

い

関係機関と調整しなが

る

ら正確な作業が必要な

い

ため。

効
率
性

統廃合す

ま

る事業が他にない。
事

せ

務事業の統廃合により

ん

、
 

事業の効率化を図

か

り、成果
内　容

を向上

。

させる方法を記入し

て

十

下さい。

納付環境を拡

分

充し整備することによ

な

って、納税者の利便性

成

は高まるが、システ
現

果

状より事業費・人件費

が

を
ム等の維持費は増加

理

し、データ取込作業や

　

消込作業等の種類が増

由

えることで、
削減する

得

方法を記入して下
手間

ら

と時間がかかることと

れ

なり、従事時間の削減

て

には繋がらない。
さい

い

。（仕様の変更、外部

ま

内　容
 

委託、従事時

す

間の削減等は

できない

か

か？)

公
平
性

受益者負

？

担は無く、現状は公平

得

公正であり適正で
□ あ

ら

る ■ 現状で適正
受益者

れ

負担はありますか？ あ

て

る。
また、受益者負担

い

割合は適 ■ ない □ 検討

な

が必要 内　容  
正です

い

か？
□ 受益者がいない

事

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

業

Ｉ
Ｏ
Ｎ

地方税統一規格

進

ＱＲコードの導入や 納

展

税者の利便性を高める

等

ため、地方
事業実施上

に

の課題、住 軽自動車税

よ

の納付情報を検査協会

る

へ 税統一規格のＱＲコ

環

ード導入による
民・議

境

会等からの意見 意　見

変

提供するなど、納税者

化

の利便性を高 対応策 市

あ

税納付方法の拡充や軽

る

自動車税の
と対応策 め

に

るための環境整備が必

伴

要である。 納付情報を

い

検査協会へ提供するた

、

め
の環境整備を行う。

対

①消込処理　②過誤納

象

還付処理　③ 地方税共

を

通納税システムの対象

見

税目
R5年度の事業計

直

画は前 変　更
月次処理

す

　④税総合収納システ

（

ム口 拡大と全国統一規

拡

格ＱＲコード導入
年度

そ

から変更・追加は 前年

の

度 ・
座開設・廃止入力

理

設定と通知 等の環境整

由

備、軽自動車税の納付

大

情
あるか 追　加

報を検

・

査協会へ提供する環境

縮

整備

今後の事業・コス

小

ト・成果の方向性 今後

）

の事業の方向性、改革

必

・改善案
※今年度から

要

の具体的な事業の進め

は

方、手段の見直し等、

あ

各方向性の内容

　　　

り

　　　　　　□　拡大

ま

　令和３(2021)

せ

年度税制改正にて、地

な

方税共通納税シ
　　　

い

　　　　　　□　改善

ん

ステムの対象税目が拡

か

大された。また、国が

？

地方税統
　　　　　　

事

　　　■　現状維持 一

業

規格ＱＲコードの導入

進

を予定し、市において

展

も令和
　　　　　　　

等

　　□　縮小 ４(20

に

22)年度に税総合シ

よ

ステムや総合収納シス

る

テムの
　　　　　　　

環

　　□　統合 環境整備

境

を進め、令和５年度か

変

ら運用開始する。また

化

　　　　　　　　　□

あ

　完了 、軽自動車税の

る

納付情報を軽自動車検

に

査協会へ提供で
　　　

伴

　　　　　　□　廃止

い

・休止 きる環境整備を

、

進め、令和５(202

目

3)年度運用開始でき

的

コストの方向性 るよう

を

準備を進める。さらに

見

令和７(2025)年

直

度の基幹
　　　　　　

す

　　　↑　増加 系シス

（

テム標準化に向けて、

目

税総合システムの現状

そ

把
成果の方向性 握や標

の

準化調査を行う必要が

理

ある。
　　　　　　　

由

　　↑　増加

2

的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 111 市税収納管理事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

納期限内納付率は、90.8％の高い納付率である。また、市税
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

収納率は90％台後半の高い実績を出しているため、十分な成
いませんか。十分な成果が 理　由

果を得られている。
得られていますか？ □ 得られていない

こ

様

の事業において、納税

式

義務者以外の対象はな

1

い。
事業進展等による

-

環境変化
□ ある  

に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月26日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 112 滞納整理事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 納税課 課長名 甲村　聡
この事務事業の開始時期 昭和25(1950)年頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方税法、国税徴収法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市税を納期限までに納付しない滞納者に対し、滞納整 未納税者に対し、早期の自主納付を促すため、納税推
理を行うとともに、納付意思の希薄な滞納者等に対し 進員を任用し、訪問・催告・徴収を行っている。
ては、滞納処分を実施する。 また、悪質で納付意思の希薄な滞納者に対しては、滞
「SDGｓの取り組み：17」 納処分を行い、税の公正公平性を確保する。

①督促状の発送　②催告書の発送　③納税催告・徴収（文書催告・電話催告・戸別
R4年度に実施した具体的な 訪問・夜間訪問）　④呼出通知、財産調査・差押予告等通知　⑤納税相談・納税指
事業の方法、手順、指標に

令

対す 導　⑥滞納処分（

和

財産調査を実施し、差

 

押可能財産を確認後、

5

差押・換価）
る成果等

年

事務事業を取り巻く状

度

況は過去と比べ変化し

（

ているか (1)活動指

4

標（事務事業の活動量

年

を表す指標）

対象とな

度

る滞納者は、催告や滞

実

納処分によって年度ご

施

とに 名称 単位
変化して

分

いるものの、滞納者数

）

は、前年度と比較して

事

徐々 ① 督促状発送件数

務

人
変 化

に減少傾向に

事

ある。 ② 訪問電話催告

業

件数 件
内 容

対象(こ

目

の事業の対象、範囲と

的

なる人、物) (2)対

評

象指標（対象の大きさ

価

を表す指標）

滞納者 名

表

称 単位
① 滞納者数 人
②

様

目的(この事業によっ

式

て上記対象をどのよう

1

な状態にしたいのか)

-

(3)成果指標（目的

1

の達成度を示す指標）

記

①市税を自主的に納め

入

てもらう。 名称 単位
②

日

本来の納期を過ぎた場

令

合でも市税を納めても

和

らう。 ① 現年度収納率

0

（国保除く） ％
② 滞納

5

繰越分収納率（国保除

年

く） ％

結果(上位基本

0

事業の意図) (4)結

5

果の成果指標（上位基

月

本事業の成果指標）

歳

2

入を適正・確実に確保

6

する。 名称 単位
① 市税

日

収納率（国保除く） ％

１

②

事務事業の各種指標

事

の実績と見込及び目標

務

R3年度 R4年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

業

R7年度 R8年度
指標

の

 ＼ 年度 単位
実績値

現

計画値 実績値 計画値 目

状

標値 目標値 目標値
(1

　

)の ① 人 18,192

Ｐ

18,150 17,3

Ｌ

46 17,300 17

Ａ

,250 17,200

Ｎ

17,150
活動指標

及

② 件 6,019 6,0

び

00 5,418 5,5

Ｄ

00 5,500 5,5

Ｏ

00 5,500
(2)

事

の ① 人 1,722 1,

務

210 1,914 1,

事

900 1,890 1,

業

880 1,870
対象

名

指標 ②
(3)の ① ％ 9

N

9.7 99 97.7 9

o

7.7 97.7 97.

.

7 97.7
成果指標 ②

1

％ 33.6 22 25.

1

8 25.8 25.8 2

2

5.8 25.8
(4)

滞

の結果の ① ％ 98.9

納

98 97 97 97 97

整

97
成果指標 ②

予算費

理

目 会計 01 一般会計

事

款 02 項 02 目 02

コ

業

スト 年度 R3年度 R4

政

年度 R4年度 R5年度

策

R6年度 R7年度 R8

こ

年度
実績値 計画値 実績

の

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

務

は予算額)Ａ 単位 2,

事

172 5,737 4,

業

441 7,180 7,

施

084 7,283 7,

策

283

財
源
内
訳

 国庫

の

支出金 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 県支出金 千円 0

置

0 0 0 0 0 0
 地方債

基

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

本

その他 千円 0 66 0 6

事

6 66 66 66
 一般

業

財源 千円 2,172 5

主

,671 4,441 7

管

,114 7,018 7

課

,217 7,217
人

名

件費Ｂ 千円 34,81

課

7.5 40,293.

長

6 37,958.5 3

名

7,958.5 37,

こ

958.5 37,95

の

8.5 37,958.

事

5
正職員従事時間×人

務

数 時間×人 1,078

事

× 7 1,086× 8 1

業

,087× 8 1,08

の

7× 8 1,087× 8

開

1,087× 8 1,0

始

87× 8
正職員以外の

時

人件費 千円 7,501

期

8,843 6,479

事

6,479 6,479

務

6,479 6,479

区

その他の費用Ｃ 千円 7

分

19 719 750 75

法

0 750 750 750

定

トータルコストA+B

受

+C 千円 37,708

託

.5 46,749.6

事

43,149.5 45

務

,888.5 45,7

自

92.5 45,991

治

.5 45,991.5

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 21.9 38.

こ

6 22.5 24.2 2

の

4.2 24.5 24.

事

6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

事

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

業

1

の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

・縮小）必要はありま

業

せ
■ ない

んか？

現年課

名

税分は自主的に納付し

N

てもらい、滞納繰越分

o

は催告等により納
事業

.

進展等による環境変化

1

□ ある
付を促す必要が

1

あるため、目的の見直

2

しはできない。
に伴い

滞

、目的を見直す（目
そ

納

の理由
的の追加・拡充

整

又は絞込）

必要はあり

理

ませんか？ ■ ない

有
効

事

性

督促でも納付されな

業

い場合、電話や訪問催

２

告を行い早期の自主納

評

付を促す。催
今以上に

価

事業の成果を向上
告で

　

も納付されない場合は

Ｃ

、実態調査や財産調査

Ｈ

により財産の状況を把

Ｅ

握し、
させる方法を記

Ｃ

入して下さ
早期に滞納

Ｋ

整理方針を決定し、差

目

押や執行停止等の滞納

的

処分を行い、成果指標

妥

い。 内　容
を向上させ

当

る。
※(3)の成果指

性

標を向上させる

　こと

こ

はできますか？

100

の

％達成できている。
目

事

的達成状況 内　容

□民

業

間への一部委託 □民間

の

への全部委託
市関与の

必

必要性 □指定管理 □補

要

助金・負担金助成 ■市

性

の直営
内　容

　（実施

は

手法） 差押や執行停止

薄

等の滞納処分は、徴税

れ

吏員しか行えない。

効

て

率
性

類似事業が他にな

得

い。
事務事業の統廃合

ら

により、

事業の効率化

れ

を図り、成果
内　容

を

て

向上させる方法を記入

い

し

て下さい。

成果を低

る

下させず、今以上に事

い

業費・人件費の削減を

ま

する方法は他にない。

せ

現状より事業費・人件

ん

費を

削減する方法を記

か

入して下

さい。（仕様

。

の変更、外部 内　容
委

十

託、従事時間の削減等

分

は

できないか？)

公
平

な

性

直接的な受益者はな

成

し。
□ ある □ 現状で適

果

正
受益者負担はありま

が

すか？  
また、受益者

理

負担割合は適 □ ない □

　

検討が必要 内　容
正で

由

すか？
■ 受益者がいな

得

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ら

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

滞納金を残し

れ

たままの転出者の増加

て

電話等の催告や納税相

い

談を実施し、
事業実施

ま

上の課題、住 や滞納者

す

の居住地の広域化によ

か

り、 早期の納税指導に

？

努める。
民・議会等か

得

らの意見 意　見 滞納者

ら

の情報管理（財産・世

れ

帯状況 対応策 専門的な

て

知識や経験を活かした

い

滞納
と対応策 等）や滞

な

納整理・滞納処分等の

い

事務 整理の徴収事務を

事

、広域的な連携に
量が

業

増加かつ多様化してい

進

る。 より共同処理を行

展

う。
豊明市・日進市・

等

東郷町と共に、愛 愛知

に

尾三地区滞納整理機構

よ

の設立に
R5年度の事

る

業計画は前 変　更
知県

環

職員の派遣協力も得て

境

、連携し より、令和4

変

(2022)年度から

化

、豊明
年度から変更・

あ

追加は 前年度 ・
て滞納

る

整理を行なえるよう愛

に

知尾三 市、日進市、東

伴

郷町と連携し徴収困
あ

い

るか 追　加
地区滞納整

、

理機構を設立した。 難

対

案件への運用開始

今後

象

の事業・コスト・成果

を

の方向性 今後の事業の

見

方向性、改革・改善案

直

※今年度からの具体的

す

な事業の進め方、手段

（

の見直し等、各方向性

拡

の内容

　　　　　　　

そ

　　□　拡大 転出・転

の

居の手続きで来庁する

理

滞納者に、未納税があ

由

　　　　　　　　　□

大

　改善 ればその場で対

・

応する。
　　　　　　

縮

　　　■　現状維持 ま

小

た、個人市県民税のう

）

ち給与所得者に対して

必

は、普
　　　　　　　

要

　　□　縮小 通徴収か

は

ら特別徴収への切り替

あ

えを推奨する。
　　　

り

　　　　　　□　統合

ま

早期の催告や財産調査

せ

、納付相談や差押など

な

を行い、
　　　　　　

い

　　　□　完了 高額滞

ん

納とならないよう滞納

か

管理を徹底する。
　　

？

　　　　　　　□　廃

事

止・休止 令和４(20

業

22)年度から愛知尾

進

三地区滞納整理機構を

展

設
コストの方向性 立し

等

、豊明市、日進市、東

に

郷町と連携を密にし、

よ

悪質
　　　　　　　　

る

　→　維持 で納付意思

環

の希薄な滞納者に対し

境

て滞納処分を行い、
成

変

果の方向性 税の公平性

化

を確保する。
　　　　

あ

　　　　　→　維持

2

る
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 112 滞納整理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

滞納者に早期の訪問や電話催告を行い、また納付意思の希薄
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

な滞納者に滞納処分を実施し、歳入を公正公平に確実に確保
いませんか。十分な成果が 理　由

でき、十分な成果が得られている。
得られていますか？ □ 得られていない

滞

様

納者に対して、継続的

式

に市税の納付を促す必

1

要があるため、見直す

-

事業進展等による環境

2

変化
□ ある 対象は他に

事

ない。
に伴い、対象を

務

見直す（拡
その理由

大



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 113 振替納税事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 納税課 課長名 甲村　聡
この事務事業の開始時期 昭和40(1965)年代頃 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 税等の預金口座振替収納事務取扱要領

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

口座振替による市税の確実な確保及び納税者の利便性 法人市民税・個人市県民税（特別徴収分）以外の税目
向上のため、市税の口座振替の拡大推進を図る。 は、口座振替することができるため、納税者の自主納
「SDGｓの取り組み：17」 付及び期限内納付の意識向上を図り、市税を確実に確

保する。

①当初納税通知書に啓発パンフレット封入　②広報誌への啓発記事掲載　③指定金
R4年度に実施した具体的な 融機関等の窓口に口座振替申込書及び啓発パンフレット（納期一覧表）常設　④市
事業の方法、手順、指標に対す 有施設の窓口に啓発パンフレット（納期一

令

覧表）常設　⑤訪問や

和

電話催告による口
る成

 

果等 座振替の推奨　以

5

上から口座振替登録に

年

よる納付により確実な

度

納付を促し、収納率
の

（

向上に努めることがで

4

きた。

事務事業を取り

年

巻く状況は過去と比べ

度

変化しているか (1)

実

活動指標（事務事業の

施

活動量を表す指標）

口

分

座振替登録をしている

）

納税義務者数の割合は

事

徐々に減少 名称 単位
し

務

ているものの、高い納

事

付率を保っている。 ①

業

当初課税納付書を送付

目

する納税義務者 人
変 

的

化
②

内 容

対象(この

評

事業の対象、範囲とな

価

る人、物) (2)対象

表

指標（対象の大きさを

様

表す指標）

口座振替納

式

税義務者 名称 単位
① 口

1

座振替納税義務者数（

-

市税及び国保 人
② 口座

1

振替依頼件数（市税及

記

び国保） 件

目的(この

入

事業によって上記対象

日

をどのような状態にし

令

たいのか) (3)成果

和

指標（目的の達成度を

0

示す指標）

口座振替に

5

より納付してもらう。

年

名称 単位
① 口座振替納

0

税義務者の割合 ％
②

結

5

果(上位基本事業の意

月

図) (4)結果の成果

2

指標（上位基本事業の

4

成果指標）

税の適正、

日

確実な確保 名称 単位
①

１

口座振替依頼による納

事

付率 ％
②

事務事業の各

務

種指標の実績と見込及

事

び目標

R3年度 R4年

業

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度 R7年度 R8年

現

度
指標 ＼ 年度 単位

状

実績値 計画値 実績値 計

　

画値 目標値 目標値 目標

Ｐ

値
(1)の ① 人 47,

Ｌ

780 48,200 4

Ａ

7,050 48,20

Ｎ

0 48,700 49,

及

200 49,700
活

び

動指標 ②
(2)の ① 人

Ｄ

19,853 18,4

Ｏ

20 18,555 18

事

,600 18,650

務

18,700 18,7

事

50
対象指標 ② 件 58

業

,744 53,900

名

57,008 57,1

N

00 57,100 57

o

,100 57,100

.

(3)の ① ％ 41.6

1

38.2 38.5 38

1

.5 38.5 38.5

3

38.5
成果指標 ②

(

振

4)の結果の ① ％ 96

替

.7 96.6 97.7

納

97 97 97 97
成果

税

指標 ②
予算費目 会計 0

事

1 一般会計 款 02 項

務

02 目 02

コスト 年度

政

R3年度 R4年度 R4

策

年度 R5年度 R6年度

こ

R7年度 R8年度
実績

の

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

務

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 583 713

業

650 702 1,13

施

1 1,131 1,13

策

1

財
源
内
訳

 国庫支出

の

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 県支出金 千円 0 0 0

置

0 0 0 0
 地方債 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
 その

本

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 583

業

713 650 702 1

主

,131 1,131 1

管

,131
人件費Ｂ 千円

課

4,399.2 5,3

名

71.3 4,598.

課

3 4,598.3 4,

長

598.3 4,598

名

.3 4,598.3
正

こ

職員従事時間×人数 時

の

間×人 242× 5 25

事

3× 5 253× 5 25

務

3× 5 253× 5 25

事

3× 5 253× 5
正職

業

員以外の人件費 千円 1

の

9 792 19 19 19

開

19 19
その他の費用

始

Ｃ 千円 60 308 60

時

60 60 60 60
トー

期

タルコストA+B+C

事

千円 5,042.2 6

務

,392.3 5,30

区

8.3 5,360.3

分

5,789.3 5,7

法

89.3 5,789.

定

3
単位あたりコスト ①

受

千円/人 0.3 0.3

託

0.3 0.3 0.3 0

事

.3 0.3
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

自

指標）② 千円/件 0.

治

1 0.1 0.1 0.1

事

0.1 0.1 0.1

1

務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に伴い、対象を見直す

業

（拡
その理由

大・縮小

名

）必要はありませ
■ な

N

い
んか？

口座振替によ

o

り納付してもらうこと

.

は、各期別ごとに確実

1

に納付する
事業進展等

1

による環境変化 □ ある

3

ことができるため、目

振

的を見直す必要はない

替

。
に伴い、目的を見直

納

す（目
その理由

的の追

税

加・拡充又は絞込）

必

事

要はありませんか？ ■

務

ない

有
効
性

今後も引き

２

続き、口座登録をして

評

いない納税者へ、当初

価

課税通知に口座振替登

　

今以上に事業の成果を

Ｃ

向上
録の案内を同封し

Ｈ

、口座振替未登録者へ

Ｅ

の勧奨を行うことによ

Ｃ

り、口座振替納
させる

Ｋ

方法を記入して下さ
税

目

義務者の割合を増やし

的

、口座振替依頼による

妥

納付率を向上させるこ

当

とができ
い。 内　容

る

性

。
※(3)の成果指標

こ

を向上させる

　ことは

の

できますか？

97.0

事

％達成している。
目的

業

達成状況 内　容

□民間

の

への一部委託 □民間へ

必

の全部委託
市関与の必

要

要性 □指定管理 □補助

性

金・負担金助成 ■市の

は

直営
内　容

　（実施手

薄

法） 金融機関や他部署

れ

との業務の連携、納税

て

者の申請内容の確認な

得

ど、口座振替登
録等の

ら

単純な入力作業以外で

れ

、確認し調整する作業

て

が必要となるため。

効

い

率
性

類似事業は他にな

る

い。
事務事業の統廃合

い

により、

事業の効率化

ま

を図り、成果
内　容

を

せ

向上させる方法を記入

ん

し

て下さい。

金融機関

か

や他部署との業務の連

。

携、納税者の申請内容

十

の確認など、口座振替

分

登
現状より事業費・人

な

件費を
録等の単純な入

成

力作業以外で、確認し

果

調整する作業が必要と

が

なるため、委託や
削減

理

する方法を記入して下

　

従事時間の削減等はで

由

きない。
さい。（仕様

得

の変更、外部 内　容
委

ら

託、従事時間の削減等

れ

は

できないか？)

公
平

て

性

口座振替の全ての納

い

税者に、負担なく公平

ま

に扱っ
□ ある ■ 現状で

す

適正
受益者負担はあり

か

ますか？ ている。
また

？

、受益者負担割合は適

得

■ ない □ 検討が必要 内

ら

　容
正ですか？

□ 受益

れ

者がいない

３
改
革
改
善

て

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

口座

い

振替登録をしない納税

な

者が増え 口座振替未登

い

録者への勧奨や転入者

事

事業実施上の課題、住

業

ている。また、預金残

進

高不足等によ への振替

展

納税のＰＲを行う。
民

等

・議会等からの意見 意

に

　見 り市税が振替不能

よ

の場合や預金をし 対応

る

策
と対応策 ていない口

環

座が登録されている。

境

当初納税通知書に、啓

変

発パンフレッ 転入者へ

化

の振替納税をPRする

あ

。
R5年度の事業計画

る

は前 変　更
トを封入、

に

広報誌への啓発記事掲

伴

載
年度から変更・追加

い

は 前年度 ・
等

あるか 追

、

　加

今後の事業・コス

対

ト・成果の方向性 今後

象

の事業の方向性、改革

を

・改善案
※今年度から

見

の具体的な事業の進め

直

方、手段の見直し等、

す

各方向性の内容

　　　

（

　　　　　　□　拡大

拡

口座登録していない納

そ

税者が来庁したときや

の

、納税推
　　　　　　

理

　　　□　改善 進員の

由

催告時に、口座振替納

大

税を勧奨する。
　　　

・

　　　　　　■　現状

縮

維持 また、残高不足等

小

の理由で振替できなか

）

った納税者に
　　　　

必

　　　　　□　縮小 対

要

して、常に納税できる

は

残額を有している口座

あ

かどう
　　　　　　　

り

　　□　統合 か確認し

ま

、確実に納税できる口

せ

座を登録してもらう。

な

　　　　　　　　　□

い

　完了
　　　　　　　

ん

　　□　廃止・休止
コ

か

ストの方向性
　　　　

？

　　　　　↑　増加
成

事

果の方向性
　　　　　

業

　　　　→　維持

2

進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 113 振替納税事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

口座振替納税義務者の割合は、徐々に減少しているものの、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

口座振替を推進し、口座振替依頼による納付率は、90％代を
いませんか。十分な成果が 理　由

維持し十分な成果が得られている。
得られていますか？ □ 得られていない

様

口座振替による納付は

式

、口座振替登録するこ

1

とにより、税を確実に

-

納
事業進展等による環

2

境変化
□ ある 付するこ

事

とができるため、対象

務

を見直す必要はない。



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 29 公有財産管理事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 財政

主管課名 施設マネジメント推進室 課長名 塩里　重人
この事務事業の開始時期 昭和42(1967)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地方自治法、みよし市財産管理規則

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

公有財産に係る境界立会や財産の処分等を実施、また 市が保有する資産（公有財産（普通財産））の維持管
公有財産の異動状況を把握する。固定資産台帳システ 理を行う。
ムの機器保守点検及び基盤図（地番図等）の更新、ま
た、地籍調査事業実施区域においては登記完了後のデ
ータ加除を行い、適正な維持管理に努める。
固定資産台帳に公有財産の異動状況を反映し、適正な
維持管理に努める。  
 
「ＳＤＧｓの取り組み：９，１１，１７」

・公有財産状況を把握するため、所管課から土地や建物の異動状況を報告を受け、
R4年度に実施した具

令

体的な 「財産に関する

和

調書」を作成した。
事

 

業の方法、手順、指標

5

に対す ・普通財産とな

年

っている公有財産の管

度

理及び処分
る成果等 ・

（

公有財産の管理を行う

4

ための固定資産台帳の

年

作成等を行った。
・「

度

みよし市公共施設等総

実

合管理計画」の見直し

施

を行った。

事務事業を

分

取り巻く状況は過去と

）

比べ変化しているか (

事

1)活動指標（事務事

務

業の活動量を表す指標

事

）

経済状況の変化とと

業

もに境界等の立会件数

目

が増えている。 名称 単

的

位
① 境界立会件数 件

変

評

 化
② 国土調査事業に

価

よる台帳の加除件数 件

表

内 容

対象(この事業

様

の対象、範囲となる人

式

、物) (2)対象指標

1

（対象の大きさを表す

-

指標）

土地、建物等の

1

公有財産 名称 単位
① 公

記

有財産（土地） ㎡
② 公

入

有財産（家屋） ㎡

目的

日

(この事業によって上

令

記対象をどのような状

和

態にしたいのか) (3

0

)成果指標（目的の達

5

成度を示す指標）

公有

年

財産の数量等を適正に

1

把握し、台帳を管理す

2

る。 名称 単位
① 境界を

月

確定した公有財産の筆

0

数 筆
② 異動報告による

6

固定資産台帳の加除件

日

数 件

結果(上位基本事

１

業の意図) (4)結果

事

の成果指標（上位基本

務

事業の成果指標）

（施

事

策体系外） 名称 単位
①

業

なし ／
②

事務事業の各

の

種指標の実績と見込及

現

び目標

R3年度 R4年

状

度 R4年度 R5年度 R

　

6年度 R7年度 R8年

Ｐ

度
指標 ＼ 年度 単位

Ｌ

実績値 計画値 実績値 計

Ａ

画値 目標値 目標値 目標

Ｎ

値
(1)の ① 件 110

及

110 137 110 1

び

10 110 110
活動

Ｄ

指標 ② 件 32 300 7

Ｏ

8 100 100 100

事

100
(2)の ① ㎡ 3

務

,500,956 3,

事

500,956 3,5

業

59,354 3,55

名

9,354 3,559

N

,354 3,559,

o

354 3,559,3

.

54
対象指標 ② ㎡ 22

2

1,490 221,4

9

90 222,500 2

公

22,500 222,

有

500 222,500

財

222,500
(3)

産

の ① 筆 215 220 2

管

74 280 280 28

理

0 280
成果指標 ② 件

事

301 100 294 3

業

00 300 300 30

政

0
(4)の結果の ① ／

策

成果指標 ②
予算費目 会

こ

計 01 一般会計 款 0

の

2 項 01 目 08

コスト

事

年度 R3年度 R4年度

務

R4年度 R5年度 R6

事

年度 R7年度 R8年度

業

実績値 計画値 実績値 計

施

画値 目標値 目標値 目標

策

値
事業費(決算又は予

の

算額)Ａ 単位 5,31

位

8 6,942 4,99

置

0 6,948 24,1

基

11 15,037 7,

本

560

財
源
内
訳

 国庫

事

支出金 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 県支出金 千円 0

主

0 0 0 0 0 0
 地方債

管

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

課

その他 千円 0 0 0 0 0

名

0 0
 一般財源 千円 5

課

,318 6,942 4

長

,990 6,948 2

名

4,111 15,03

こ

7 7,560
人件費Ｂ

の

千円 10,154.1

事

10,154.1 10

務

,154.1 10,1

事

54.1 10,154

業

.1 10,154.1

の

10,154.1
正職

開

員従事時間×人数 時間

始

×人 935× 3 935

時

× 3 935× 3 935

期

× 3 935× 3 935

事

× 3 935× 3
正職員

務

以外の人件費 千円 0 0

区

0 0 0 0 0
その他の費

分

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

法

0
トータルコストA+

定

B+C 千円 15,47

受

2.1 17,096.

託

1 15,144.1 1

事

7,102.1 34,

務

265.1 25,19

自

1.1 17,714.

治

1
単位あたりコスト ①

事

千円/㎡ 0 0 0 0 0 0

務

0
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

こ

(2)の対象指標）②

の

千円/㎡ 0.1 0.1

事

0.1 0.1 0.2 0

務

.1 0.1

1

事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 29 公有財産管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

公有財産を適正に管理するために必要な事業である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

公有財産を適正に管理していくため、引き続き公有財産を対象とする
事業進展等による環境変化

□ あ

様

る 。
に伴い、対象を見

式

直す（拡
その理由

大・

1

縮小）必要はありませ

-

■ ない
んか？

固定資産

2
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事

要な目標であるため、

務

目標を見直すこ
事業進


